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NICT では、電力 1 mW を対象とした高周波電力計
の校正を行っているが、数 W から数十 kW ある実際
の無線局の空中線電力に対応するために、電力 10 W
を測定可能な電力計の校正も併せて行っている。

従来、高周波電力 10 W における電力計の校正は、
特性インピーダンスが 50 Ω の N 型コネクタ（Type-N 
50 Ω）を入力端子とした入力インピーダンスが 50 Ω
のセンサを備えた電力計（以下、「50 Ω 電力計」と略す）
については、1 MHz～ 2 GHz（JCSS 登録事業者とし
ては 10 MHz～ 2 GHz）、特性インピーダンスが 75 Ω
の N 型コネクタ（Type-N 75 Ω）を入力端子とした入
力インピーダンスが 75 Ω のセンサを備えた電力計（以
下、「75 Ω 電力計」と略す）については、1 ～ 500 MHz
を校正周波数範囲として実施していた [1]。

しかしながら、近年、爆発的に普及したスマートフォ
ンや無線 LAN に代表される携帯端末では、通信の大
容量化・高速化に対する需要に対応するために、高い
周波数帯の電波が使われるようになり、現在、5.7 GHz
まで利用されている [2][3]。これらの携帯端末の免許
を受けるときには SAR 測定が必要になることや [4][5]、
さらに、より高い周波数帯の利用が検討されているこ
とから、50 Ω 電力計の校正周波数範囲の高周波化が
必要となった。

また、テレビ放送用には、特性インピーダンスが
75 Ω のケーブルやコネクタが使用されているが、地
上波テレビ放送が、デジタル化するのに合わせて
VHF 帯（90 ～ 222 MHz）の使用が中止されて UHF 帯

（470 ～ 710 MHz）へ移行したことにより、75 Ω 電力
計についても、校正周波数範囲の高周波化に対する需

要も増えることになった。
このような背景から、NICT では 10 W を測定可能

な電力計の校正について、周波数範囲の拡大と、校正
の精度の向上、不確かさの低減を目的とした校正シス
テ ム の 開 発 を 行 い、50 Ω 電 力 計 で は 100 kHz ～
9 GHz（JCSS 登録事業者としては 10 MHz～ 9 GHz）、
75 Ω 電力計では 1 MHz～ 1 GHz での校正を実現した。

本稿では校正手法と校正システムの紹介及び校正結
果に付随する不確かさの評価方法について解説する。

	 10	W 測定用電力計

電力 10 W が測定可能な終端型の高周波電力計は、
図 1 に示すように、指示部、センサ及び取り外し可能
な 30 dB 固定減衰器（ATT）から構成されており、指
示部とセンサの間は、専用のケーブルで接続されてい
る。

指示部には、50 MHz, 1 mW の信号が出力される基
準信号源（Type-N 50 Ω（f）コネクタ）が用意されてお
り、電力計を使用する際には、あらかじめ、ATT を
取り外して、センサ単体をこの基準信号源に取り付け、
1 mW の値に対して補正を行う（CAL）。したがって、
この基準信号源の 50 MHz, 1 mW の精度も校正結果
に影響するため、NICT では指示部、センサ及び
ATT を一体として校正を行っている。なお、75 Ω 電
力計のセンサの場合、基準信号源が Type-N 50 Ω（f）
コネクタのため、そのまま接続することができない。
そこで、センサの Type-N75 Ω（m）コネクタと基準信
号源とを接続可能にする「75 Ω/50 Ω 変換アダプタ」
を両者の間に取り付けて CAL を行う。この変換アダ
プタは、通常、センサの付属品としてセンサと一緒に
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NICT では、電力 10W の測定が可能な高周波電力計の校正を実施している。校正可能な周波数
範囲は、Type-N 50Ω コネクタを入力端子とするセンサを備えた電力計の場合は 100kHz ～ 9GHz、
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いずれの電力計の校正に対しても、国家標準にトレーサブルがとれた入射電力 1mW の電力計を
基準に用いた方向性結合器を使用する校正手法を採用して、高精度な校正を実現している。また、
基準に用いた電力計は、国家標準にトレーサブルがとれた特定二次標準で直接校正した電力計で
あるため、以前の校正システムを用いた校正結果と比べて精度及び不確かさの要因とも大幅に改
善されたものとなっている。
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販売されている。75 Ω と 50 Ω との変換を行うために
0.1 ～ 0.2 dB の通過損失を有しているが、性能に固体
差があるため、NICT では指示部、センサ及び ATT
と合わせて一体として校正を行っている。

	 校正係数

10 W測定用電力計の特性は、校正係数K（Calibration 
Factor）を用いて表す。いま、図 1 に示すように、電
力計に入射電力 inP  が入射したとき、指示部に指示値
MP  が表示されたとすると、両者の間には次の関係が

成り立つ。

in

M

P
PK    （1）

なお、入射電力 inP  とは、入力電力（入射電力から反射
電力を引いた電力、すなわち、電力計による消費電力）
ではないことに注意が必要である。

	 校正方法

4.1 同時比較法
電力計の校正方法には、比較法、同時比較法、取替

同時比較法などがある [6]。NICT では 10 W 測定用電
力計の校正手法として、方向性結合器を用いた同時比
較法を採用している [7]。

概念図を図 2 に示す。信号源（高周波アンプ）から
の電力は、方向性結合器のポート #1 から入力され、
被校正器（DUT）を接続するポート #2（PinS）と、校正
の基準となる標準器（STD）を接続するポート #3（PinD）
に分配される。方向性結合器の結合度が約 40 dB のた
め、PinD が 10 W（+40 dBm）と な る と き、PinS は 約
1 mW（0 dBm）となる。2 台の電力計の指示部に表れ
る電力値の比を求め、方向性結合器の結合度及び通過
損失を補正して、DUT の校正係数を決定する。

方向性結合器の結合度及び通過損失は、あらかじめ、
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図 2　方向性結合器を用いた同時比較法

(a) 10 W 電力計の構成
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図 １　10 W 測定用電力計

(c) 75 Ω 電力計
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ベクトル・ネットワーク・アナライザ（VNA）を用い
て S パラメータとして厳密に測定しておく。結合度
及び通過損失と S パラメータの関係は、それぞれ、

3110log20 S   [dB] 及び 2110log20 S   [dB] である。
同時比較法は、DUT 及び STD を用いて同時に測

定した 2 つの値の比を用いるため、信号源（高周波ア
ンプ）の出力が変動しても校正結果への影響は生じな
い。また、あとで述べるように、不整合・不確かさの
評価を含め、校正に必要な計算式には、信号源（高周
波アンプ）の反射係数が現れない。信号源、特に高周
波アンプの動作状態における反射係数の測定は難しい
ため、反射係数の値が不明でもよいことは、10 W 電
力計の校正においては大きな利点である。

4.2 校正手順
校正は以下の手順で行う。

(1）反射係数の測定
VNA を用いて、STD のセンサの反射係数（ STD

in  ）並び
に DUT のセンサと ATT が接続した状態における
ATT 入力端の反射係数（ DUT

in  ）を測定する（図 2 参照）。
これらの測定結果は、校正係数を決定するために直接
必要ではないが、校正の不確かさを見積もる際に必要
となる。また、校正を行う前に反射係数を測定するこ
とで、故障や不具合を発見できる。

(2）校正システムの特性の測定
VNA を用いて、方向性結合器の S パラメータを測定
し、等価信号源反射係数（ g2  , g3  ）を求める。2 つの
等価信号源反射係数は、方向性結合器の S パラメー
タの測定値から、それぞれ以下の式を用いて決定でき
る値である。

31

21
3222g2 S
SSS    （2）

21

31
2333g3 S
SSS    （3）

これらの値もまた、校正係数を求めるために直接は必
要ではないが、手順（1）で測定した反射係数と合わせ
て、不整合に起因する不確かさを見積もる際に使用す
る。

(3）DUT の校正
方向性結合器のポート #2 に DUT、ポート #3 に
STD を取り付ける。DUT への入射電力（PinD）が所定
の電力値（10 W）となるよう、方向性結合器の挿入損
失及び結合度（約 40 dB）を考慮して、信号源からの電
力を調整する。所定の電力値になったら、DUT の指
示値 DUT

MP  及び STD の指示値 STD
MP  を同時に測定する。

測定は、100 回の測定を 1 セットとして、50 Ω 電力計

の場合はセンサを 72 度ずつ回転させながら 5 セット
の測定、75 Ω 電力計の場合はセンサを 90 度ずつ回転
させながら 4 セットの測定を行い、 DUT

MP  と STD
MP  の比、

 STD
M

DUT
M PP  の平均値を求める。

(4）校正係数の決定
 STD

M
DUT
M PP  の平均値から、次式を用いて DUT の校正

係数 DK  を決定する。ただし、 SK  は、STD の校正係数
である。

M
P
P

S
SKK 








 STD

M

DUT
M

2

21

13
SD   （4）

また、方向性結合器と STD の間、方向性結合器と
DUT の間で生じる不整合を表すパラメータ M は、

2

STD
ing3

DUT
ing2

1
1




M   （5）

である。不整合が生じない場合には、M=1 となり校
正結果に影響を与えない。

4.3 校正システム
4.3.1	 50	Ω 電力計用校正システム

図 3（a）は、50 Ω 電力計を校正するための校正シス
テムである。50 Ω 電力計の場合、電力 10 W において、
周波数 100 kHz～ 9 GHz の範囲での校正が可能であ
る。本システムは、4.1 で説明した同時比較法を用い
た校正システムであるが、校正周波数範囲を 100 kHz
～ 9 GHz とするために、信号発生器 2 台、高周波ア
ンプ 3 台、方向性結合器 2 台を組み合わせて使用して
いる。使用機器を表 1（a）に示す。

この校正システムの特長は、方向性結合器の結合度
を約 40 dB とすることで、ポート #2 から DUT への
入射電力が 10 W の時にポート #3 から STD への入
射電力は約 1 mW となることであり、1 mW で校正
された電力計を標準器として用いることができること
である。さらに、各ポート面とセンサのコネクタ面が
均一に接するよう、また、72°ずつ回転させて測定す
ることが容易に行えるよう、校正システムのポート
#3 及びポート #2 のコネクタは上向きに設計されて
いる。なお、コネクタ接続時は、再現良く接続させる
ため、トルクレンチを用いて、常に同じトルクでコネ
クタを締め付けるようにしている。校正手順は、4.2
で説明した手順となる。
4.3.2	 75	Ω 電力計用校正システム

図 3（b）は、75 Ω 電力計を校正するための校正シス
テムである。75 Ω 電力計の場合、電力 10 W において、
周波数 1 MHz～ 1 GHz の範囲での校正が可能である。
本システムも、4.1 で説明した同時比較法を用いた校
正 シ ス テ ム で あ る が、 校 正 周 波 数 範 囲 1 MHz ～
1 GHz であるため、信号発生器、高周波アンプ、方向
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性結合器とも各 1 台で構成できる。使用機器を表 1（b）
に示す。周波数が 50 Ω 電力計の場合と比べて制限さ
れている理由は、方向性結合器の動作可能な周波数範
囲に依る。1 MHz 未満又は 1 GHz 以上で動作する方
向性結合器があれば、周波数範囲の拡張は可能である。

この 75 Ω 電力計用の校正システムの特徴は、方向
性結合器のポート #1 及び DUT を接続するポート #2
は 75 Ω、STD を接続するポート #3 は 50 Ω の特性イ
ンピーダンスを持ち、4.3.1で述べた校正システムと
同様に結合度を約 40 dB とした方向性結合器を用いて
いることである。ただし、使用した方向性結合器単体

での結合度は約 30 dB（¦S31¦ が約－ 30 dB）であり、また、
ポート #3 の反射係数 S33 が大きいため、これら 2 つ
の問題を解決するために、反射特性が優れた 10 dB の
固定減衰器をポート #3 に接続して、約 40 dB の結合
度を達成している。これにより 75 Ω 電力計の校正を
行う際にも、Type-N 50 Ω コネクタを有する、1 mW
で校正された電力計を標準器として用いることが可能
となっている。校正手順は、4.2 で説明した手順となる。

また、方向性結合器の入力ポート #1 は、特性イン
ピーダンスが 75 Ω であり、特性インピーダンスが
50 Ω の出力ポートを有する信号源（高周波アンプ）と
直接繋ぐことができない。この問題を解決するために
は、「75 Ω/50 Ω 変換アダプタ」を取付けることになる
が、内導体の太さだけ変える変換アダプタを、信号源

（高周波アンプ）側に取り付けて使用している。この
とき、ポート #1 から信号源（高周波アンプ）側をみた
ときの反射係数の大きさは、

2.0
7550
7550

G 



   （6）

となり、電圧定在波比（VSWR）に換算すると 1.5 に
なる。もし、このコネクタに 75 Ω 電力計を、直接接
続して校正を行った場合には、反射の影響を強く受け
ることになる。しかしながら、4.1 で述べたように、
同時比較法では、信号源（高周波アンプ）の反射係数は、
校正結果に影響を与えない。

4.4 トレーサビリティ
10 W 電力計の校正システムは、図 4 に示すように、

すべて国家標準である国立研究開発法人産業技術総合
研究所計量標準総合センター（NMIJ）にトレーサビリ
ティを確保している。

表 2 は、校正可能な周波数及び最高測定能力である。
最高測定能力とは、DUT の反射 DUT

in  を 0 としたとき
の相対拡張不確かさであり、4.3 で述べた校正システ
ムを使って校正したときの最も小さい相対拡張不確か
さの値を表している。なお、相対拡張不確かさを表す
際の信頼の水準は約 95 %（包含係数 k=2）の場合の値
である。

表 2（a）は、50 Ω 電力計の周波数範囲及び最高測定
能力である。JCSS と書かれている周波数帯（10 MHz
～ 9 GHz）については、計量法に基づく登録事業者

（JCSS 登録事業者）として校正が可能であり [8]、ISO/
IEC17025 規格を満足していることを意味している [9]。
また、国際 MRA（Mutual Recognition Arrangement）
にも対応しており、いわゆる、ワンストップテスティ
ングを可能にする [10]。最高測定能力は 1.9 ～ 3.1 %
であり、周波数が高くなるにつれて大きくなる。これ
は、周波数が高くなるにつれて方向性結合器と電力計

(a) 50 Ω 電力計用校正システム

(b) 75 Ω 電力計用校正システム

図 3　10 W 測定用電力計用校正システム
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（DUT 及び STD）との間の不整合が大きくなるためで
あり、6にて示す不確かさにより明らかにする。

表 2（b）は 75 Ω 電力計の周波数範囲及び最高測定
能力である。75 Ω 電力計においても NMIJ とのトレー
サビリティを確保しており、最高測定能力は、2.0 ～
2.7 % である。最高測定能力が大きくなる要因は 50 Ω
電力計と同様、不整合による影響が大きい。これにつ
いてもまた、6にて示す不確かさにより明らかにする。

不整合の問題を解決するためには、式（2）, （3）の値
が、使用中の方向性結合器よりも小さい方向性結合器
を用意することが考えられる。式（2）, （3）をみると、
方向性結合器のポート #2 の反射 S22 が十分に小さい
ことと、ポート #2 と #3 の間が分離できており、S23, 

S32 が極めて小さい、すなわち、方向性が十分大きい
ことが必要条件であることが分かる。

また、いずれの電力計の場合でも、周波数 100 kHz
～ 5 MHz においては、最高測定能力が大きくなる傾
向にあるが、これは基準値を与える STD の校正係数
の不確かさが大きいためであり、これは国家標準と直
接比較することによって校正された基準となる電力計
の不確かさが大きいことが原因である。

	 校正結果の例

開発した校正システムを用いて、実際に校正を行っ
た結果を図 5 に示す。図 5（a）は、表 3（a）にて構成さ

5

表 １　使用した機器リスト

（a） 50 Ω 電力計校正システム

機器名 使用周波数範囲 製造メーカ 型名
信号発生器 100 kHz ～ 1 GHz Rohde & Schwartz SMB100A

1.2 GHz ～ 9 GHz Rohde & Schwartz SMR60

増幅器
100 kHz ～ 1 GHz Amplifier Research 50WD1000
1.2 GHz ～ 3 GHz Amplifier Research 50S1G4A
4 GHz ～ 9 GHz Amplifier Research 20S4G11AG4A

方向性結合器 100 kHz ～ 1 GHz WERLATONE C8445-10
1.2 GHz ～ 9 GHz Agilent Technologies 773D

 （b） 75 Ω 電力計校正システム

機器名 使用周波数範囲 製造メーカ 型名

信号発生器 9 kHz ～ 1.1 GHz Rohde & Schwartz SMB100A

増幅器 DC ～ 1000 MHz Amplifier Research 50WD1000

方向性結合器 1 MHz ～ 1000 MHz R&K DC001M102-3040
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れる 50 Ω 電力計を、被校正器として校正した結果（校
正係数）であり、2015 年 2 月から 2016 年 5 月まで、
定期的に校正した結果を表示している。50 Ω 電力計
のセンサと 30 dB 固定減衰器は、一緒になって販売さ
れている製品であり、校正係数が 1.00 であるとき、
指示部に表示された値と、センサに入射した電力とが
等しい。5 回の校正結果のばらつきは± 1.1 % の範囲
内であり、十分な再現性を確保できていることが分か
る。

一方、図 5（b）に示すのは、表 3（b）にて構成され
る 75 Ω 電力計を校正した結果（校正係数）である。
75 Ω 電力計の場合は、50 Ω 電力計の場合と異なり、
センサと 30 dB 固定減衰器は別の製品であるため、指
示部には固定減衰量による減衰分（約 1 /1000 倍）だ
け小さい値が表示される。そこで、表示された値を

表 2　校正周波数範囲及び最高測定能力

（a） 50 Ω 電力計

周波数範囲
[MHz]

最高測定能力
[%]

JCSS
登録

0.1 2.9 －
0.3 2.8 －

0.5, 1, 2, 3, 5 2.0 －
10, 15, 20, 25, 30, 40, 50, 60, 70, 80, 90, 100, 150, 

200, 250, 300, 400, 500, 600, 700, 800, 900 1.9 JCSS

1000 2.0 JCSS
1200, 1400, 1500, 1600, 1800, 2000, 2500, 3000, 

4000, 5000, 6000 2.9 JCSS

7000 3.0 JCSS
8000, 9000 3.1 JCSS

（b） 75 Ω 電力計

周波数範囲
[MHz]

最高測定能力
[%]

JCSS
登録

1, 2, 3, 5 2.7 －
10, 15, 20, 25, 30, 40, 50, 60, 70, 80, 90, 100, 150, 
200, 250, 300, 400, 500, 600, 700, 800, 900, 1000 2.0 －

表 3　被校正器

（a） 50 Ω 電力計

製造者名 型番
指示部 アジレント・テクノロジー E4419B
センサ

アジレント・テクノロジー N8481B
30 dB 固定減衰器

 （b） 75 Ω 電力計

製造者名 型番
指示部 アジレント・テクノロジー E4419B
センサ アジレント・テクノロジー 8483A

30 dB 固定減衰器 多摩川電子
CFA-

50NCPJ-30
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図 5　校正結果の例

(b) 75 Ω 電力計
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1000 倍した値を使って校正係数を定義している。具
体 的 に は、 入 射 電 力 が 10.00 W で 指 示 部 に は
10.00 mW と表示されるが、10.00 mW を 1000 倍して
10.00 W と読み替え、このときの校正係数を 1.000 と
している。

まだ、校正システムを構築したばかりなので、図 5
（b）には校正係数の結果が 1 つしか表示されておらず、
再現性を評価することができないが、今後、定期的に
校正を行い、ばらつきの程度を明らかにしていく。

なお、校正を行うにあたり用いた式（4）において、
M は 1 と見なして校正係数を算出している。M を 1
としたことによる影響は不確かさとして評価する。

	 不確かさ

校正結果には、校正結果である校正係数に必ず不確
かさが伴うが、校正係数に付随する不確かさは、測定
中に生じる複数の不確かさ要因の大きさが、校正結果
に伝播することで生じる。電力計の校正結果に付随す
る不確かさについては、相対不確かさで表示される。

各要因によって生じた相対標準不確かさの合成は、
次式を用いて行うことができる。この式は、合成相対
不確かさを決定するための式であるが、式中、各要因
による相対標準不確かさを示した中括弧の前に、括弧
で与えられている値は、それぞれの不確かさに対する
感度係数  ixc  を表している。感度係数とは、各要因
が校正結果に与える影響の程度を示す量であり、校正
係数を決定する式（4）を偏微分することで求められる
[11]。もし、各要因の不確かさの値が大きかったとし
ても感度係数が小さければ、校正結果への影響は少な
い。反対に、不確かさの値がわずかであったとしても、
感度係数が大きければ、校正結果への影響は大きい。
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  （7）

電力計を校正した際の不確かさの主な要因としては、
次の 8 項目が考えられる。（1）STD の校正係数の不確
かさ、（2）方向性結合器のポート #1 とポート #3 の間
の 31S  の測定の不確かさ、（3）ポート #1 とポート #2
の間の 21S  の測定の不確かさ、（4）STD の測定分解能、

（5）DUT の測定分解能、（6）STD と方向性結合器間の
不整合及び DUT と方向性結合器間の不整合、（7）
DUT の 30 dB 固定減衰器等の発熱による変動、（8）測
定のばらつきである。
（1）の要因については、国家標準にトレーサブルな

校正結果の不確かさの値を用いる（正規分布）。（2）, 
（3）は方向性結合器の 31S  , 21S  を VNA を用いて測定
した際の標準不確かさを用いる（正規分布）。（4）, （5）
は STD 及び DUT のデジタル表示される桁数から決
定する（一様分布）。（6）は STD 及び DUT の反射係数
と、方向性結合器の S パラメータを実測して算出す
る（U 分布）。（7）は DUT の 10 W 入射時の温度変動に
よる校正値の変動を実測し求める（一様分布）。（8）は
測定を 5 セット繰り返し行い、校正結果のばらつきを
求める（正規分布）。

表 4 は、校正の不確かさを算出した結果の例である。
（a）は 50 Ω 電力計の周波数 9 GHz における校正係数
を求めた場合、（b）は 75 Ω 電力計の周波数 1 GHz の
校正係数を求めた場合である。これらの表を見ると、
不確かさを大きくする主な要因は（2）, （3）に示す S パ
ラメータの測定の不確かさであることが分かる。不確
かさの値自体も、他の不確かさ要因に比べて大きいこ
とに加え、感度係数の大きさが 2 であるため、他の不
確かさ要因よりも、最終結果に強く影響する。このこ
とは、今後、校正システムを改良し、不確かさを小さ
くするためには、方向性結合器の S パラメータを高
精度に測定することが、最も効果的であることを示唆
している。

	 あとがき

電力 10 W が測定可能な高周波電力計の校正手法、
校正システム及び不確かさの評価方法について述べた。
方向性結合器を用いた同時比較法の採用により、50 Ω
電力計の場合には 100 kHz～ 9 GHz、75 Ω 電力計の
場合には 1 MHz～ 1 GHz での校正が可能であり、最
高測定能力は、50 Ω 電力計では 1.9 ～ 3.1 %、75 Ω 電
力計では 2.0 ～ 2.7 % であった。従来、50 Ω 電力計用
校正システムの最高測定能力は 1 MHz～ 2 GHz にお
いて 3.6 % あったことから、今回の開発により、大幅
な精度改善が行えたと言える。また、75 Ω 電力計の
校正結果に対しては、今回初めて不確かさを評価する
ことができた。

また、不確かさが大きくなる要因を確認したところ、
方向性結合器を用いた同時比較法では、方向性結合器
の S パラメータを高精度に測定することが重要であ
ることが分かった。今後、安定した校正サービスを確
実に実施すると共に、より精密な S パラメータ測定
技術を開発し、不確かさの低減を目指す。

【付録A】　式（4）の導出
図 2 に示す校正システムにおいて、ポート #1 に信

号源（高周波アンプ）、ポート #2 に被校正器（DUT）、

6

7
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ポート #3 に標準器（STD）が接続された状態を、S パ
ラメータを用いて表すと、次式が得られる。
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  （A.1）

11 baa GG    （A.2）

2inD2 ba    （A.3）

3inS3 ba    （A.4）

ただし、S 行列は方向性結合器（3 ポート回路）の特性

を表しており、 Ga  は信号源（高周波アンプ）の出射波、
G  は信号源（高周波アンプ）の反射係数、 inD  は被校正

器の反射係数、 inS  は標準器の反射係数である。これ
らの式から、被校正器に入射する電力 inDP  

  

及び標準器
に入射する電力 inSP  を求めると、それぞれ、

2
2

)11)(12(2
2inD G

S a
D

D
bP    （A.5）

2
2

)11)(13(2
3inS G

S a
D

D
bP    （A.6）

ただし、

表 4　不確かさバジェット

(a) 50 Ω 電力計，9 GHz

 

標準不
確かさ

感度
係数

u(xi ) c(x i )

(1) STD（1mW） 0.64 %
0.64 %
(k=2)

正規 2 0.0032 1 0.0032

(2) 方向性結合器（S31） 0.05 dB 0.58 % 正規 1 0.0058 2 0.0115

(3) 方向性結合器（S21） 0.04 dB 0.46 % 正規 1 0.0046 -2 0.0092

(4) STDの測定分解能 4桁 0.05 % 一様 √3 0.0003 -1 0.0003

(5) DUTの測定分解能 4桁 0.05 % 一様 √3 0.0003 1 0.0003

(6) 不整合 0.9984 0.16 % U √2 0.0011 1 0.0011

(7) ATTの発熱による影響 0.001 0.10 % 一様 √3 0.0006 1 0.0006

(8) ばらつき 0.0023 0.24 % 正規 √5 0.0011 1 0.0011

0.0152

3.1%

|c(x i )| u(x i )

相対拡張不確かさ（k =2）

相対標準不確かさ

不確かさの要因 不確かさ 分布 除数

 

標準不
確かさ

感度
係数

u(xi ) c(x i )

(1) STD（1mW） 0.46 %
0.46 %
(k=2)

正規 2 0.0023 1 0.0023

(2) 方向性結合器（S31） 0.035 dB 0.40 % 正規 1 0.0040 2 0.0081

(3) 方向性結合器（S21） 0.02 dB 0.23 % 正規 1 0.0023 -2 0.0046

(4) STDの測定分解能 4桁 0.05 % 一様 √3 0.0003 -1 0.0003

(5) DUTの測定分解能 4桁 0.05 % 一様 √3 0.0003 1 0.0003

(6) 不整合 1.0063 0.63 % U √2 0.0044 1 0.0044

(7) ATTの発熱による影響 0.001 0.10 % 一様 √3 0.0006 1 0.0006

(8) ばらつき 0.0013 0.14 % 正規 √4 0.0007 1 0.0007

0.0106

2.2%

|c(x i )| u(x i )

相対拡張不確かさ（k =2）

相対標準不確かさ

不確かさの要因 不確かさ 分布 除数

(b) 75 Ω 電力計，1 GHz
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である。ここで、  Adet  は、行列 A の行列式を表す。

いま、2 つの入射電力を同時に測定して比を求める
と、式（A.5）、（A.6）より、
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 （A.10）
を得る。ここで、 D

DUT
MinD KPP   及び S

STD
MinS KPP   の関

係を用いた。式変形すれば、以下のとおり、式（4）が
得られる。
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式の導出過程において、式（A.7）で示した行列式 D
は消去されるため、実際に求める必要はない。行列式
D には、信号源（高周波アンプ）の反射係数 ΓG が含ま
れているが、同時に比測定することによりキャンセル
する。つまり、反射係数 ΓG は未知でよい。そのため、
ポート #1 にて、強制的に特性インピーダンス 50 Ω 
を 75 Ω に変換するアダプタを取り付けても校正結果
に影響を与えない。これは同時比較法の大きな特長で
ある。

【付録B】　式（7）の導出
不確かさを合成する式（7）は、文献 [11] に従って導

出する。DUT の校正係数を決定する式（4）は、

M
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S
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であり、6 つの変数（入力量 xi）が存在する。すなわち、
6 つの変数が持っている不確かさが伝搬することにな
る。変数 xi が持つ不確かさは u（xi）として表現される。
また、感度係数 c（xi）は、式（B.1）の偏微分で与えら
れる。このとき、DUT の不確かさ u（KD）は、
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であり、各変数を代入すると、
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得られた感度係数の式（B.5）～（B.10）を、式（B.4）に
代入すると、
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 （B.11）
整理して、
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 （B.12）
これが、DUT の校正係数に付随する不確かさである
が、いま、相対値で表すために、両辺を KD で割って
整理すると、次式が得られる。このとき、DUT の校
正係数の不確かさだけでなく、すべての不確かさ要素
もまた、相対値となっているため、計算がしやすくな
る。
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 （B.13）
さらに、この式に、校正結果のばらつきによる不確か
さを合成すると、7 つの不確かさ要因が合成された式

（7）が得られる。なお、表 4 をみると、不確かさの要
因が 8 項目あるが、これは、DUT による電力測定の
不確かさを、測定分解能と ATT の発熱による影響と
に分けて表示しているためである。
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